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平成２２年５月２０日 
各  位 

東京都千代田区大手町二丁目６番１号 

信 越 化 学 工 業 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長  金 川 千 尋

（ｺｰﾄﾞ番号４０６３）

問合せ先： 

取締役広報部長 中 村  健 

ＴＥＬ ０３（３２４６）５０９１ 

 

当社株券等の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）の継続に関するお知らせ  

 

当社は、平成２０年６月２７日開催の第１３１回定時株主総会における株主の皆様のご承認をもって、

現行の「当社株券等の大規模買付行為への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）を導入し、そ

の後、平成２１年６月２６日開催の第１３２回定時株主総会における株主の皆様のご承認に基づき、本

対応方針を継続しております。 

今般、当社は、本対応方針が平成２２年６月２９日開催予定の第１３３回定時株主総会(以下「本定

時株主総会」といいます。）終結の時をもって有効期間が満了となることに伴い、引き続き当社の企業

価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上を図るため、本日開催の取締役会において、本定時

株主総会における出席株主の皆様の議決権の過半数のご賛同を得て承認可決されることを条件として、

本対応方針を下記の内容で継続することを決定いたしましたのでお知らせします。 

本対応方針につきまして、当社監査役５名は、本対応方針の具体的運用が適正に行われることを条件

として、本対応方針に賛成する旨の意向を表明しております。 

なお、本対応方針の有効期限は、平成２３年６月開催予定の当社第１３４回定時株主総会終結の時ま

でといたします。 

また、現時点においては、当社株券等について具体的な大規模買付行為の兆候があるとの認識はござ

いません。 

 注：本プレスリリースにおいて引用されている法令・条文等が改正された場合には、改正前の法令・条文等はそれぞれ、改正後の対

応する法令・条文等をさすものといたします。 

 

 

【記】 
 

 

１．本対応方針導入に関する基本的な考え方 

（「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下、「基本方針」といいます。）） 

当社グループは、塩化ビニル、シリコーン、セルロース誘導体等の製造・販売を主体とする「有機・

無機化学品事業」、半導体シリコン、電子産業用有機材料、電子産業用希土類磁石、フォトレジスト

製品等の製造・販売を主体とする「電子材料事業」、合成石英製品、一般用希土類磁石等の製造・販

売及び建設・修繕をはじめとする各種役務提供を行う「機能材料その他事業」を営んでおりますが、
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当社及び関係会社が製造・販売等を分担し、相互に協力して、事業活動を展開しております。当社グ

ループの経営には、これらの事業に関する幅広い知識と豊かな経験、並びに、世界各国の顧客、従業

員及び取引先などのステークホルダーとの間に築かれた関係についての十分な理解が欠かせません。 

当社は、当社の企業価値の最大化に資する者が当社の財務及び事業の方針の決定を支配すべきであ

ると考えておりますが、当社株式に対する大規模買付行為がなされた場合においては、これに応じて

当社株式の売却を行うか否かの最終的な判断は株主の皆様に委ねられるべきものであると理解して

おります。但し、当該買付行為に際して提示された買付対価が適切か否かを株主の皆様が的確にご判

断なさるためには、買付行為を行う者及び当社の双方から、当該買付に関する十分な情報が提供され

ることが不可欠であると考えます。また、当社株式の継続保有をお考えの皆様にとっても、大規模買

付行為によって当社グループが受ける影響や、大規模買付者が考える当社グループの経営方針・事業

計画は、その継続保有を検討する際の極めて重要な判断材料であります。 

  一方、大規模買付行為の中には、当社企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと

判断されるもの（詳細は別紙１をご参照下さい。）もあり得ますことから、このような買付行為に対

しては、取締役の善管注意義務に基づき、当社取締役会が適切と考える方策をとることも必要である

と考えます。 

     

 
２．当社グループの企業価値向上に向けた取組みについて 

（「当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み」） 

(１)経営方針 

  当社グループは、安全の確保を最優先とし、公正な企業活動を行い、素材と技術を通じて暮らし

や産業・社会に貢献することにより企業価値を高め、株主の皆様のご期待にお応えしていくことを

めざしております。そのために、世界最高水準の技術や品質の確立とともに生産性の絶え間ない向

上に努めながら、世界中の顧客と安定した取引関係を築き、経済情勢や市況の変化に的確に対応で

きる経営を進めております。 

 
 
(２)具体的な取組み 

  塩化ビニル事業では、米国シンテック社において、電解から塩化ビニル樹脂までの一貫製造工場

を建設しており、既に稼動を開始している第１期工事分に続き、第２期工事も進めております。ま

た、塩化ビニル樹脂原料の生産能力を倍増させるため、新たに原料工場の建設を開始いたしました。

欧州におきましては、オランダのシンエツＰＶＣ社の事業基盤強化のため、平成２１年８月にポル

トガルのシレス社を１００％子会社といたしました。今後とも、日米欧の三極体制を十分に活用し、

世界最大の塩化ビニル樹脂メーカーとしての地位を、より強固なものにしてまいります。 

  半導体シリコン事業では、世界最大のメーカーとして、品質の高い製品を安定的に供給してまい
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ります。また、半導体デバイスの一層の微細化に対応した高品質ウエハーの開発を進め、競争力の

強化に注力いたします。 

  シリコーン事業では、幅広い需要分野を有する製品特性を活かし、新製品及び新規用途の開発を

促進いたします。また、日本、タイ、米国などの各工場において生産性の一層の向上に努めるとと

もに、日本国内のみならず海外での事業を強化してまいります。 

  希土類磁石事業では、今後の需要の伸びが期待されるハイブリッド自動車向けや省エネ関連製品

向けを中心に、拡販に取り組んでまいります。 

  セルロース事業では、医薬用製品の安定供給を図るため、当社直江津工場に加え、ドイツのＳＥ

タイローズ社でも製造設備の建設を進め、引き続き事業の強化に努めてまいります。 

  さらに、将来の事業拡大のため、新規製品の研究開発と事業化及びＭ＆Ａなども視野に入れた新

しい事業の開拓にも注力してまいります。 

  また、安全確保、環境保全、コンプライアンスなどの企業の社会的責任を果たし、引き続き企業

価値の最大化に努めてまいります。 

 

以上の取組みは、当社グループの企業価値を向上させ株主の皆様の共同の利益を著しく損なう大規

模買付者が出現するリスクを低減するものと考えられますことから、上記１．の基本方針の実現に資

するものであると考えますが、これに加え、当社取締役会は、基本方針の実現をより確かなものとす

るための取組みとして、本対応方針を継続することといたしました。 

 

 

３．本対応方針の内容 

（「基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組み」） 

  本対応方針は、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を２０％以上とすることを目的

とする当社株券等（注３）の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が２０％以

上となる当社株券等の買付行為（いずれについても、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除

き、また、市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。かかる買付行為を「大

規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）が実施される場

合には、事前の情報提供や当社取締役会による検討期間の確保を定めた「大規模買付ルール」の遵

守を求め、このルールが遵守されない場合や、当社企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益が著

しく損なわれると判断される場合には、社外取締役などにより構成される独立委員会に諮問のうえ、

大規模買付者に対して対抗措置を講ずるというものであります。詳細は、以下に記載のとおりであ

ります。 
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注１：特定株主グループとは、 

   （ⅰ） 当社の株券等（金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第 27 条の 23 第 3

項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者（同法第 27 条の 23 第 5 項に規

定する共同保有者をいい、同条第 6 項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）又は、 

   （ⅱ） 当社の株券等（同法第 27 条の 2第 1 項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第 27 条の 2 第 1 項に規定す

る買付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第

27 条の 2第 7 項に規定する特別関係者をいいます。） 

   を意味します。 

注２：議決権割合とは、 

   （ⅰ） 特定株主グループが、注１の（ⅰ）記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（同法第 27 条の 23 第 4 項に規定す

る株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保

有株券等の数をいいます。）も加算するものとします。）又は、 

   （ⅱ） 特定株主グループが、注１の（ⅱ）記載の場合は、当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等所有割合（同法第

27 条の 2第 8 項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。 

各議決権割合の算出に当たっては、総議決権（同法第 27 条の 2第 8 項に規定するものをいいます。）及び発行済株式の総数(同

法第 27 条の 23 第 4 項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち

直近に提出されたものを参照することができるものとします。 

注３：株券等とは、同法第 27 条の 23 第 1項に規定する株券等を意味します。 

 

（１）大規模買付ルールの内容 

   ①必要情報の提供 

    当社が設定する「大規模買付ルール」の骨子は、（ⅰ）事前に大規模買付者が当社取締役会に

対して、株主の皆様のご判断及び当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な情報

（以下「本必要情報」といいます。）を提供し、（ⅱ）大規模買付行為は、当社取締役会による一

定の評価・検討期間の経過後にのみ開始される、というものです。 

具体的には、大規模買付者には、まず、大規模買付行為の開始前に、当社代表取締役宛に、    

大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先及び開始する大規模買付行

為の内容並びに大規模買付ルールに従う旨の意向を明示した書面を提出いただくこととします。

当社は、当該書面の受領後１０営業日以内に、大規模買付者に対して、当初提供いただくべき本

必要情報のリストを交付いたします。なお、当初提供していただいた情報を詳細に検討したうえ

で、当該情報だけでは十分ではないと認められる場合には、当社取締役会は、大規模買付者に対

して本必要情報が揃うまで追加的な情報提供を要求いたします。大規模買付行為の提案があった

旨並びに当社取締役会に提供された本必要情報は、株主の皆様のご判断のために必要であると考

えられる場合には、適切と判断する時点で、その全部又は一部を公表いたします。 

なお、本必要情報の具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行為の内容によって異な

りますが、以下の項目に関する情報は、原則として本必要情報に含まれるものといたします。 

   イ．大規模買付者及びそのグループの概要（大規模買付者の具体的名称、事業内容、当社グルー

プの事業と同種の事業についての経験等に関する情報、資本構成、財務内容を含みます。） 

   ロ．大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付対価の価額・種類、買付の時期、買付方法の適

法性を含みます。） 

   ハ．大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡が存する場合
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にはその内容 

   ニ．当社株式の買付対価の算定根拠及び買付資金の裏付け（買付資金の提供者（実質的提供者を

含みます。）の具体的名称、調達方法を含みます。） 

   ホ．大規模買付行為完了後に予定している経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、

資産活用策等 

   へ．当社グループの取引先、顧客、従業員と当社グループとの関係に関し、大規模買付行為完了

後に予定する変更の有無及びその内容 

ト．当社グループの事業と同種の事業を営んでいる場合、独占禁止法や海外競争法の観点からの

適法性に関する見解 

 

②評価・検討期間の設定 

   次に、当社取締役会は、大規模買付行為に関する評価・検討の難易度に応じて、大規模買付者が本

必要情報の提供を完了した後、６０日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株

式の買付の場合）又は９０日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交

渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下「取締役会評価・検討期間」といいます。）として確

保されるべきものと考えます。この取締役会評価・検討期間中、当社取締役会は独立の外部専門家（証

券会社、投資銀行、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、コンサルタント等の専門

家）の意見を聴取しつつ、本必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にと

りまとめ、公表します。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善

について交渉し、当社取締役会として株主の皆様に対し代替案を提示する場合もあります。この結果、

株主の皆様は、当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模買付者の提案を検討することが可能とな

り、また、当社取締役会より代替案が提示された場合にはその代替案と大規模買付者の提案を比較検

討することも可能となり、最終的な応否を適切に決定する機会を与えられることとなります。 

 

（２）独立委員会の設置及びその構成 

 本対応方針の運用に係る取締役会の恣意的な判断を排除し、判断の公正さを担保するための機関

として、独立委員会を設置します。 

本対応方針では、後述の（３）①及び（３）②において、対抗措置発動にかかる客観的な要件を

定めておりますが、（３）①に記載の対抗措置をとる場合、並びに、（３）②に記載の例外的対応を

とる場合など、本対応方針の運用に関する重要な判断にあたっては、原則として独立委員会に諮問

することとし、当社取締役会はその勧告を最大限尊重するものとします。 

なお、独立委員会の検討は（１）②「評価・検討期間の設定」にて記載した取締役会評価・検討

期間に行われるものといたします。 

独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行取締
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役から独立している、当社社外取締役及び当社社外監査役、並びに、弁護士、公認会計士、税理士、

学識経験者、経営経験豊富な企業経験者など社外有識者の中から選任いたします。独立委員会の概

要は別紙２に記載のとおりです。また、別紙３に記載の５氏が本定時株主総会終結の時以降、委員

に就任する予定です。 

 

（３）大規模買付行為が実施された場合の対応（別紙４の概要図をご参照下さい。） 

①大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

  大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、当社の企業価

値ひいては株主の皆様の共同の利益を守るため、新株予約権の発行等、会社法その他の法律及び当

社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があります。 

具体的な対抗手段は、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択いたしますが、

新株予約権無償割当ての方法により株主の皆様に新株予約権を割り当てる場合の概要は別紙５に記

載のとおりです。なお、新株予約権発行に際しては、議決権割合が一定割合以上の特定株主グルー

プに属さないことを権利行使の条件とするなど、対抗措置としての効果を考慮した行使条件及び行

使期間を設ける場合があります。また、新株予約権の内容について、当社が新株予約権を当社株式

その他の財産と引き換えに取得できる旨の条項（取得条項）を設け、取得の対象となる新株予約権

の新株予約権者の条件として議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことなどの

条件を付す場合もあります。 

 

②大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として大規模買付行為に対する対抗

措置はとりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該買付提

案及び当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくこと

になります。但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、別紙１に記載の、当該大

規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと判断される場

合には、取締役の善管注意義務に基づき、当社取締役会は当社の企業価値ひいては株主の皆様の共

同の利益の保護のために、適切と考える方策をとることがあります。これは、大規模買付行為に対

し、当社取締役会として例外的に対応するものであります。なお、判断の客観性及び合理性を担保

するため、当社取締役会は、大規模買付者の提供する本必要情報に基づいて、独立の外部専門家（証

券会社、投資銀行、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、コンサルタント等の専門

家）の見解を聴取しつつ、また、独立委員会の勧告を最大限に尊重し、当該大規模買付者及び大規模

買付行為の具体的内容（目的、方法、対象、買付対価の価額・種類等）や、当該大規模買付行為が当

社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に与える影響等を検討したうえで判断します。 
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（４）株主・投資家の皆様に与える影響 

①本対応方針の導入時に株主・投資家の皆様に与える影響 

     本対応方針の導入時においては、新株予約権の無償割当て等何ら具体的な対抗措置が講じられ

ることはありませんので、株主・投資家の皆様の法的権利又は経済的側面において直接的かつ具

体的な影響が生じることはありません。 

 

②対抗措置発動時に株主・投資家の皆様に与える影響 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、当社の企業価

値ひいては株主の皆様の共同の利益を守ることを目的として、独立委員会に対する諮問を経て会

社法その他の法律及び当社定款により認められている対抗措置をとることがありますが、当該対

抗措置の構造上、株主の皆様（大規模買付ルールに違反した大規模買付者を除きます。）が法的権

利又は経済的側面において格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。但

し、対抗措置として新株予約権の発行を選択した際に、新株予約権の無償割当てを受けるべき株

主の方々が確定した後において、当社が新株予約権の無償割当てを中止し、または、無償割当て

された新株予約権を無償取得する場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は生じませんので、

１株当たりの株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価

の変動により相応の損害を被る可能性があります。 

なお、対抗措置として考えられるもののうち、新株予約権の発行についての株主の皆様に関わ

る手続きについては、（５）のとおりとなりますが、当社取締役会が具体的対抗措置をとることを

決定した場合には、法令及び金融商品取引所規則に従って適時適切な開示を行います。 

 

（５）新株予約権の発行に伴って株主の皆様に必要となる手続き 

   ①新株予約権の割当て 

    当社取締役会において、会社法第 277 条に定める新株予約権無償割当ての方法により新株予約

権を発行することを決議した場合、当社は、新株予約権の割当期日を公告いたします。割当期日

における最終の株主名簿に記載又は記録された株主の皆様は、当該新株予約権の無償割当ての効

力発生日において、当然に新株予約権者となりますので、新株予約権の無償割当てに関する申込

みの手続き等は不要です。 

 

   ②新株予約権の行使の手続き 

    新株予約権の発行後、株主の皆様におかれましては、権利行使期間内に、新株予約権の権利行

使に必要な書類等を提出したうえ、新株予約権の行使価額を払込取扱場所に払い込むことにより、
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当社株式の交付を受けることができます（なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご自

身が大規模買付者でないこと等を誓約する当社所定の書面をご提出いただくことがあります。）。 

    但し、新株予約権の内容について、当社が新株予約権を当社株式その他の財産と引き換えに取

得できる旨の条項（取得条項）を設けた場合には、当社が取得の手続きをとれば、当社取締役会

が取得の対象として決定した新株予約権を保有する株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込

むことなく、当社による新株予約権の取得対価として、当社株式その他の財産を受領することに

なります（なお、この場合、かかる株主の皆様には、別途、ご自身が大規模買付者でないこと等

を誓約する当社所定の書面をご提出いただくことがあります。）。 

 

（６）本対応方針の有効期限等 

本対応方針の有効期限は、平成２３年６月開催予定の当社第１３４回定時株主総会終結の時ま

でとし、当該時点以降も本対応方針を継続する場合は、当社株主総会において出席株主の議決権

の過半数のご賛同を得て承認可決されることを条件といたします。また、本対応方針の有効期限

の前であっても、株主の皆様の共同の利益向上等の観点から当社取締役会により本対応方針を廃

止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。さらに、当社取締役

会は、会社法等の関係法令の改正、司法判断の動向及び金融商品取引所その他の公的機関の対応

等を踏まえ、株主の皆様の共同の利益向上等の観点から、必要に応じ本対応方針を見直してまい

ります。 

なお、本対応方針が廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合

には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、直ちに開示します。 

 

４.本対応方針が基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損なうものではないこと、当 

社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

（１）本対応方針が基本方針に沿うものであること 

本対応方針は、大規模買付ルールとして、大規模買付者が当社取締役会に対して大規模買付行為

に係る必要かつ十分な情報の提供を事前に行うべきこと、及び、当該大規模買付行為は取締役会評

価・検討期間の経過後にのみ開始されるべきことを定め、これらを遵守しない大規模買付者に対し

ては当社取締役会が対抗措置を講ずることがある旨を規定しております。 

一方、本対応方針は、大規模買付ルールが遵守されている場合でも、大規模買付行為が当社の企

業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、

適切と考える対抗措置を講ずることがある旨を規定しております。 

以上のとおり、本対応方針は、１.に記載の基本方針を実現するためのものであり、基本方針の

内容に沿ったものであります。 
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（２）本対応方針が株主の皆様の共同の利益を損なうものではないこと 

本対応方針は、大規模買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否かの最終的な判断は株主の皆

様に委ねられるべきものであるとの認識を踏まえ、株主の皆様が大規模買付行為に対する応否を適

切に決定するために必要かつ十分な情報の提供を受ける機会を確保することを目的としつつ、当社

の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと判断される大規模買付行為に対し

ては、当社取締役会として適切と考える対抗措置を講ずることがある旨を規定しております。よっ

て、本対応方針は、株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的とするものであり、決してこれを

損なうものではありません。 

また、本対応方針の導入・継続は、当社株主総会において出席株主の議決権の過半数のご賛同を

得て承認可決されることを条件としておりますことから、本対応方針は株主の皆様のご意思を十分

に反映することができるものであると考えます。 

 

（３）本対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 

   上記４．（２）に記載のとおり、本対応方針は株主の皆様の共同の利益の確保・向上を目的とす

るものであり、その導入・継続は、当社取締役会の判断のみではできず、株主の皆様の承認を要す

ることとなっております。 

   また、本対応方針では、当社取締役会による対抗措置発動に係る要件が客観的に定められ、事前

に公表されております。さらに、本対応方針では、当社取締役会による大規模買付行為に関する評

価、検討、交渉、意見形成等に際しては、独立の外部専門家（証券会社、投資銀行、フィナンシャ

ル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、コンサルタント等の専門家）の意見を聴取することとさ

れており、また、対抗措置の発動に際しては、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務

執行取締役から独立している委員で構成される独立委員会へ諮問し、当社取締役会はその判断を最

大限に尊重することとされております。 

以上のとおり、本対応方針には当社役員の恣意的な判断を排除するための仕組みが内包されてお

りますことから、当社役員の地位の維持を目的として対抗措置が発動されることはありません。 

以 上 

（ご参考）当社の大株主の状況は、別紙６のとおりです。 
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別紙１ 

 

 

大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと判断され

る場合 

 

 

例えば、下記に掲げるいずれかの類型に該当すると認められる場合は、原則として当社の企業価

値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうと判断される場合に該当すると考えます。 

 

【記】 

 

１．真に当社グループの経営に参画する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値

で当社グループ関係者に引き取らせる目的で当社株式の買収を行っていると判断される場合

（いわゆるグリーンメーラー） 

 

２．当社グループの経営を一時的に支配して当社又は関係会社の事業経営に必要な知的財産権、

ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を大規模買付者やそのグループ会社等に委譲さ

せるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的で当社株式の買収を行っていると判断される場合 

 

３．当社グループの経営を支配した後に、当社又は関係会社の資産を大規模買付者やそのグルー

プ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する予定で当社株式の買収を行っていると判断

される場合 

 

４．当社グループの経営を一時的に支配して当社又は関係会社の不動産、有価証券など高額資産

等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当

による株価の急上昇の機会を狙って当社株式の高値売り抜けをする目的で当社株式の買収を

行っていると判断される場合 

 

５．大規模買付者の提案する当社株式の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の

買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公

開買付け等の株式買付を行うことをいう）など、株主の皆様の判断の機会又は自由を制約し、

事実上、株主の皆様に当社株式の売却を強要するおそれがあると判断される場合（但し、部分

的公開買付けであることをもって当然にこれに該当するものではない。） 

 

６．当社の企業価値を生み出すうえで必要不可欠な技術力・生産力や当社の従業員、取引先、顧

客、地域社会の皆様との関係を損なうこと等により、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共

同の利益が著しく毀損されることが合理的な根拠をもって予想される場合 
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別紙２ 

 

独立委員会の概要 

１．目的 

  独立委員会は、当社株券等の大規模買付行為への対抗措置の発動等に関する当社取締役会の

恣意的な判断を排除し、判断の公正さを担保することを目的とする。 

 

２．設置及び委員等 

 （１） 独立委員会の設置は当社取締役会の決議により行う。 

 （２） 独立委員会の委員（以下、独立委員という。）は３名以上とし、以下のいずれかの条件

を満たした者の中から取締役会が選任する。 

①当社業務執行取締役から独立している当社社外取締役又は当社社外監査役 

②当社業務執行取締役から独立している弁護士、公認会計士、税理士、学識経験者、経

営経験豊富な企業経験者などの社外有識者 

（３）  独立委員の任期は、選任後１年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。但し、当社取締役会は、当該委員を再任することが

できる。 

 

  ３.独立委員会の招集及び決議等 

        (１) 独立委員会は、各独立委員又は当社取締役会が招集する。 

（２） 独立委員会の議長は、各独立委員の互選により選定する。 

（３） 独立委員会の決議は、原則として独立委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行

う。但し、独立委員のいずれかに事故その他の特段の事情があるときは、独立委員の過

半数が出席し、その過半数をもってこれを行う。 

 

４．独立委員会の決議事項 

       独立委員会は、当社取締役会による諮問があった場合には、以下に掲げる事項について

決議し、その決議内容にその理由を付して当社取締役会に対し勧告する。  

①  大規模買付行為への対抗措置としての新株予約権無償割当ての実施若しくは不実施 

② 大規模買付行為への対抗措置としての新株予約権無償割当ての中止又は当該新株予約権の

無償取得 

③ 新株予約権無償割当て以外の対抗措置の実施若しくは不実施 

④ その他当社取締役会が判断すべき事項のうち、当社取締役会が独立委員会に諮問した事項 
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  ５．独立委員会の権限等 

   （１） 独立委員は、上記４.に定める決議に当たっては、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に資するか否かの観点からこれを行うものとする。この決議において、議案に関し

特別な利害関係を有する独立委員は決議に参加できず、その数は定足数より控除される

ものとする。 

（２） 独立委員会は、大規模買付者から提供された情報が本必要情報として不十分であると判

断した場合には、自ら又は当社取締役会を通じて追加的な情報提供を要求することがで

きる。 

（３） 独立委員会は、当社取締役会に対しても、大規模買付行為に対する意見及びその根拠資

料、当社取締役会が代替案の決定を行った場合にはその代替案、その他独立委員会が適

宜必要と認める情報、資料等を提供するよう要求することができる。 

（４） 独立委員会は、十分な情報収集を行うため、当社取締役、監査役、従業員、その他独立

委員会が必要と認める者の独立委員会への出席を当社取締役会に要求し、独立委員会が

求める事項に関する意見又は説明を求めることができる。 

（５） 独立委員会は、その職務を遂行するにあたり、合理的な範囲内における当社の費用で、

独立した第三者（証券会社、投資銀行、フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認

会計士、コンサルタント等の専門家）の助言を得ることができる。 
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別紙３ 

独立委員会の委員（就任予定者）の氏名・略歴 

 

福井
ふくい

 俊彦
としひこ

 

昭和 10 年 ９月７日生まれ 

昭和33年 ４月 日本銀行入行 

平成 ６年12月 同副総裁 

平成15年 ３月 同総裁 

平成 20年 11月 当社特別顧問 

平成21年 ６月 当社社外取締役(現任) 

 

小宮山
こ み や ま

 宏
ひろし

 

昭和 19 年 12 月 15 日生まれ 

昭和63年 ７月 東京大学工学部教授 

平成12年 ４月 同大学大学院工学系研究科長・工学部長 

平成17年 ４月 国立大学法人東京大学総長 

平成21年 ５月 当社特別顧問（現任） 

 

河野
こうの

 俊二
しゅんじ

 

昭和 ２年 ８月１日生まれ 

平成 ２年 ６月 東京海上火災保険㈱（現 東京海上日動火災保険㈱）代表取締役社長 

平成 ８年 ６月 同代表取締役会長 

平成 13 年 ６月 同相談役 

平成 15 年 ６月 当社社外取締役(現任) 

平成 20 年 ６月 東京海上日動火災保険㈱名誉顧問（現任） 

 

金子
かねこ

 昌資
まさし

 

昭和 14 年 ３月２日生まれ 

平成 13 年 10月  ㈱日興コーディアルグループ代表取締役会長兼社長 

平成17 年 ６月 同取締役兼執行役会長 

平成18 年 ６月 当社社外取締役(現任) 

 

宮
みや 

﨑
ざき

 毅
つよし

 

昭和 ６年 12 月 16 日生まれ 

平成 ２年 ３月  三菱倉庫㈱代表取締役社長 

平成 10 年 ６月 同代表取締役会長 

平成 15 年 ６月 同相談役（現任） 

平成 19 年 ６月 当社社外取締役(現任) 

 

（注）社外取締役福井俊彦、河野俊二、金子昌資、宮﨑 毅の４氏につきましては、㈱東京証券取引所等に対し、 

独立役員として届け出ております。また、小宮山 宏氏は、本定時株主総会における新任の社外取締役の 

候補者であり、上記の独立役員の候補者であります。 
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別紙４ 

 大規模買付行為への対応方針 概要図  

 

大 規 模 買 付 者   

     

    

    

  

代表取締役への申し入れ

（大規模買付ルール 
  遵守の意向表明）   

突然の大規模買付行為開始     

  10 営業日以内   

     

  当社からの情報提供要請   

     

   拒否     

     

         十分な情報提供  

     

     

取締役会     

ルールの逸脱を確認   

   

独立委員会による 

勧告 

  

取締役会での評価・検討

大規模買付者との交渉 

（60 日又は 90 日）   

     

     

     

対抗措置発動  対抗措置不発動   

     

     

     

  株主の皆様の 

ご判断に委ねる 

  

 

（注）上記は、本対応方針の内容をご理解しやすくするための概要図ですので、詳細につきまし

ては本文をご参照下さい。 
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別紙５ 

新株予約権概要 

 

１．新株予約権付与の対象となる株主及びその発行条件 

 当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その所有

する当社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除く。）１株につき当社取締役会が別途定

める割合で新株予約権を割り当てる。 

 

２．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

 新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式の総数は 12

億８千７百万株を上限とする。但し、当社が株式分割、株式無償割当て、株式併合等を行う場合は、

所要の調整を行うものとする。 

 

３．発行する新株予約権の総数 

 新株予約権の割当総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回にわたり新

株予約権の割当てを行うことがある。 

 

４．新株予約権の発行方法 

 新株予約権の無償割当ての方法とする。 

 

５．各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額 

 各新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は１円以上で当社取締役会が定める額とする。 

 

６．新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要する。 

 

７．新株予約権の行使条件 

 議決権割合が２０％以上の特定株主グループに属する者に行使を認めないこと等を行使の条件とし

て定める。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。 

 

８．新株予約権の行使期間等 

 新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が別途定めるものとする。 

 

９．取得条項付新株予約権 

 前述の本対応方針の内容において記載したとおり、当社が新株予約権を当社株式その他の財産と引き

換えに取得できる旨の条項（取得条項）を設ける場合がある。 
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別紙６ 

 

 

当社の大株主の状況 

 

 

平成２２年３月３１日現在の当社の大株主の状況は以下のとおりです。 

 

株 主 名 持 株 数 出資比率 

 千株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 33,920 8.0 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 29,278 6.9 

日本生命保険相互会社 24,370 5.7 

ジェーピー モルガン チェース バンク 380055 12,085 2.8 

株式会社八十二銀行 11,790 2.8 

明治安田生命保険相互会社 11,529 2.7 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４） 11,352 2.7 

株式会社三菱東京UFJ銀行 7,095 1.7 

日本興亜損害保険株式会社 7,077 1.7 

富国生命保険相互会社 6,000 1.4 

（注）当社は、自己株式 7,505,054 株を保有しておりますが、上記の大株主からは除いておりま

す。また、出資比率は自己株式を控除して計算しております。 

 


